
 

 

 

令和４年１１月２８日 

総 務 部 職 員 厚 生 課 

 

職員の給与改定に伴う関係条例の一部改正について 

 

 令和４年特別区人事委員会勧告等に基づき職員の給与を改定する必要が生じたため、次のとおり「職

員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）」、「幼稚園教育職員の給与に関する条例（以下「幼

教給与条例」という。）」及び「会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（以下「会計年度給

与条例」という。）」の一部を改正する。 

 

１ 改正内容 

項 目 内 容 施行年月日 

給料表 

【給与条例別表 

第１、別表第２】 

【幼教給与条例 

別表第１】 

給与条例・幼教給与条例 

※ 特別区人事委員会勧告のとおり実施 

《行政職給料表（一）》 

①公民較差（８９６円（０．２４％））を解消するため、初任給及び若年層

の給料月額を引上げ 

②初任給について、人材確保の観点、民間企業や国における初任給の動向 

等を踏まえて引上げ 

③初任給の引上げを踏まえ、若年層の職員にも一定の改善が及ぶよう改定 

《その他の給料表》 

 行政職給料表（一）との均衡を考慮した改定 

改正条例の

公布の日 

（適用は 

令和４年 

４月１日） 

特別給 

(期末・勤勉手当) 

【給与条例第２１ 

条の４】 

【幼教給与条例第 

３０条】 

給与条例・幼教給与条例 

※ 特別区人事委員会勧告のとおり実施 

①現行４.４５月→４.５５月に引上げ（０.１月分引上げ） 

②引上げ分については勤勉手当に割振り 

③令和４年度の勤勉手当の引上げ分（０.１月分）については、１２月期の 

 勤勉手当で支給 

《令和４年度１２月期の支給月数》 

 一般職員 管理職員 

期末 勤勉 合計 期末 勤勉 合計 

12

月 

支
給
月
数 

1.10 月 

(0.65 月) 

1.125 月 

(0.55 月) 

2.225 月 

(1.20 月) 

0.90 月 

(0.55 月) 

1.325 月 

(0.65 月) 

2.225 月 

(1.20 月) 

引
上
げ
月
数 

－ 
0.1 

(0.05) 

0.1 

(0.05) 
－ 

0.1 

(0.05) 

0.1 

(0.05) 

※ （ ）内は再任用職員の月数 

改正条例の

公布の日 
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項 目 内 容 施行年月日 

特別給 

(期末・勤勉手当) 

【給与条例第２１ 

条、第２１条の４】 

【幼教給与条例第 

２７条、第３０条】 

【会計年度給与条 

例第１７条】 

給与条例・幼教給与条例 

※ 特別区人事委員会勧告のとおり実施 

 ①３月期末手当を廃止し、６月・１２月期が均等になるように配分 

 ②令和５年度以降の勤勉手当の引上げ分（０.１月分）については、６月期・

１２月期の勤勉手当に均等に配分 

《令和５年度以降の支給月数》 

 一般職員 管理職員 

期末 勤勉 合計 期末 勤勉 合計 

６

月 

支
給
月
数 

1.20 月 

(0.675 月) 

1.075 月 

(0.525 月) 

2.275 月 

(1.20 月) 

1.00 月 

(0.575 月) 

1.275 月 

(0.625 月) 

2.275 月 

(1.20 月) 

引
上
げ
月
数 

－ 
0.05 

(0.025) 

0.05 

(0.025) 
－ 

0.05 

(0.025) 

0.05 

(0.025) 

12

月 

支
給
月
数 

1.20 月 

(0.675 月) 

1.075 月 

(0.525 月) 

2.275 月 

(1.20 月) 

1.00 月 

(0.575 月) 

1.275 月 

(0.625 月) 

2.275 月 

(1.20 月) 

引
上
げ
月
数 

－ 
0.05 

(0.025) 

0.05 

(0.025) 
－ 

0.05 

(0.025) 

0.05 

(0.025) 

合

計 

支
給
月
数 

2.40 月 

(1.35 月) 

2.15 月 

(1.05 月) 

4.55 月 

(2.40 月) 

2.00 月 

(1.15 月) 

2.55 月 

(1.25 月) 

4.55 月 

(2.40 月) 

引
上
げ
月
数 

－ 
0.1 

(0.05) 

0.1 

(0.05) 
－ 

0.1 

(0.05) 

0.1 

(0.05) 

※ （ ）内は定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員の月数 

 

会計年度給与条例 

※ 会計年度任用職員は期末手当のみ支給対象 

  ３月期末手当を廃止し、６月・１２月期が均等になるように配分 

《令和５年度以降の支給月数》 

６

月 

支給 

月数 
1.20 月 

12

月 

支給 

月数 
1.20 月 

合

計 

支給 

月数 
2.40 月 

 

令和５年 

４月１日 

 

２ 新旧対照表 

  別紙のとおり 
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職員の給与に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

第１条による改正後 改正前 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第21条の４ 省略 第21条の４ 省略 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて区

規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。この場合において、

任命権者が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職員の給与月額

に100分の112.5（第９条の２第１項の規定に基づき指定する職員に

あっては、100分の132.5）を乗じて得た額の総額を超えてはならな

い。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて区

規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。この場合において、

任命権者が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職員の給与月額

に100分の102.5（第９条の２第１項の規定に基づき指定する職員に

あっては、100分の122.5）を乗じて得た額の総額を超えてはならな

い。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分

の112.5」とあるのは「100分の55」と、「100分の132.5」とあるの

は「100分の65」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分

の102.5」とあるのは「100分の50」と、「100分の122.5」とあるの

は「100分の60」とする。 

４～６ 省略 ４～６ 省略 

別表第１ 省略 別表第１ 省略 

別表第２ 省略 別表第２ 省略 
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第２条による改正後 
職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

（令和４年９月世田谷区条例第36号）及び第１条による改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第21条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第21条

の４までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在

職する職員（区規則で定める職員を除く。）に対して、それぞれ基

準日の属する月の区規則で定める日（次条及び第21条の３において

これらの日を「支給日」という。）に支給する。基準日前１箇月以

内に退職し、又は死亡した職員（区規則で定める職員を除く。）に

ついてもまた同様とする。 

第21条 期末手当は、３月１日、６月１日及び12月１日（以下この条

から第21条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）に

それぞれ在職する職員（区規則で定める職員を除く。）に対して、

それぞれ基準日の属する月の区規則で定める日（次条及び第21条の

３においてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。基準日

前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員（区規則で定める職員を

除く。）についてもまた同様とする。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に100分の120を乗じて得た額に、

区規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。ただし、第９条の

２第１項の規定に基づき指定する職員の期末手当の額は、職員の給

与月額に100分の100を乗じて得た額に、区規則で定める支給割合を

乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に、３月に支給する場合におい

ては100分の25、６月に支給する場合においては100分の105、12月に

支給する場合においては100分の110を乗じて得た額に、区規則で定

める支給割合を乗じて得た額とする。ただし、第９条の２第１項の

規定に基づき指定する職員の期末手当の額は、職員の給与月額に、

３月に支給する場合においては100分の25、６月に支給する場合にお

いては100分の85、12月に支給する場合においては100分の90を乗じ

て得た額に、区規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100分の120」とあるのは「100分の67.5」と、「100分

の100」とあるのは「100分の57.5」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100分の25」とあるのは「100分の10」と、「100分の105」

とあるのは「100分の60」と、「100分の110」とあるのは「100分の

65」と、「100分の85」とあるのは「100分の50」と、「100分の90」

とあるのは「100分の55」とする。 

４・５ 省略 ４・５ 省略 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第21条の４ 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職する職員（区規則で

定める職員を除く。）に対して、それぞれ基準日の属する月の区規

則で定める日に支給する。基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡

した職員（区規則で定める職員を除く。）についても、同様とする。 

第21条の４ 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条におい

てこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員（区

規則で定める職員を除く。）に対して、それぞれ基準日の属する月

の区規則で定める日に支給する。基準日前１箇月以内に退職し、又
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第２条による改正後 
職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

（令和４年９月世田谷区条例第36号）及び第１条による改正後 

は死亡した職員（区規則で定める職員を除く。）についても、同様

とする。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて区

規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。この場合において、

任命権者が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職員の給与月額

に100分の107.5（第９条の２第１項の規定に基づき指定する職員に

あっては、100分の127.5）を乗じて得た額の総額を超えてはならな

い。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて区

規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。この場合において、

任命権者が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職員の給与月額

に100分の112.5（第９条の２第１項の規定に基づき指定する職員に

あっては、100分の132.5）を乗じて得た額の総額を超えてはならな

い。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100分の107.5」とあるのは「100分の52.5」と、「100

分の127.5」とあるのは「100分の62.5」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100分の112.5」とあるのは「100分の55」と、「100分

の132.5」とあるのは「100分の65」とする。 

４ 省略 ４ 省略 

５ 前２条の規定は、第１項の規定による勤勉手当の支給について準

用する。この場合において、第21条の２中「前条第１項」とあるの

は「第21条の４第１項」と、同条第１号中「支給日」とあるのは「支

給日（第21条の４第１項に規定する区規則で定める日をいう。以下

この条及び次条において同じ。）」と読み替えるものとする。 

５ 前２条の規定は、第１項の規定による勤勉手当の支給について準

用する。この場合において、第21条の２中「前条第１項」とあるの

は「第21条の４第１項」と、同条第１号中「基準日から」とあるの

は「基準日（第21条の４第１項に規定する基準日をいう。以下この

条及び次条において同じ。）から」と、「支給日」とあるのは「支

給日（同項に規定する区規則で定める日をいう。以下この条及び次

条において同じ。）」と読み替えるものとする。 

６ 省略 ６ 省略 
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   附 則（令和 年 月 日条例第 号）  

 （施行期日等）  

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和５

年４月１日から施行する。 

 

２ 第１条の規定（第21条の４第２項及び第３項の改正規定を除く。）

による改正後の職員の給与に関する条例（以下「改正後の条例」と

いう。）の規定は、令和４年４月１日から適用する。 

 

 （給与の内払）  

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定に

よる改正前の職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された

給与は、改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。 

 

 （委任）  

４ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

特別区人事委員会が定める。 
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幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

第１条による改正後 改正前 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第30条 省略 第30条 省略 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて教

育委員会規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、教育委員会が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職員

の給与月額に100分の112.5（第10条の規定に基づき管理職手当の支

給を受ける職員にあっては、100分の132.5）を乗じて得た額の総額

を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて教

育委員会規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、教育委員会が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職員

の給与月額に100分の102.5（第10条の規定に基づき管理職手当の支

給を受ける職員にあっては、100分の122.5）を乗じて得た額の総額

を超えてはならない。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分

の112.5」とあるのは「100分の55」と、「100分の132.5」とあるの

は「100分の65」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分

の102.5」とあるのは「100分の50」と、「100分の122.5」とあるの

は「100分の60」とする。 

４～７ 省略 ４～７ 省略 

別表第１ 省略 別表第１ 省略 
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第２条による改正後 
幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

（令和４年９月世田谷区条例第37号）及び第１条による改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第27条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第30条

までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職す

る職員（教育委員会規則で定める職員を除く。）に対して、それぞ

れ基準日の属する月の教育委員会規則で定める日（次条及び第29条

においてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。基準日前

１箇月以内に退職し、又は死亡した職員（教育委員会規則で定める

職員を除く。）についても、同様とする。 

第27条 期末手当は、３月１日、６月１日及び12月１日（以下この条

から第29条までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれ

ぞれ在職する職員（教育委員会規則で定める職員を除く。）に対し

て、それぞれ基準日の属する月の教育委員会規則で定める日（次条

及び第29条においてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。

基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員（教育委員会規則

で定める職員を除く。）についても、同様とする。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に100分の120を乗じて得た額に、

教育委員会規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。ただし、

第10条の規定に基づき管理職手当の支給を受ける職員の期末手当の

額は、職員の給与月額に100分の100を乗じて得た額に、教育委員会

規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に、３月に支給する場合におい

ては100分の25、６月に支給する場合においては100分の105、12月に

支給する場合においては100分の110を乗じて得た額に、教育委員会

規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。ただし、第10条の規

定に基づき管理職手当の支給を受ける職員の期末手当の額は、職員

の給与月額に、３月に支給する場合においては100分の25、６月に支

給する場合においては100分の85、12月に支給する場合においては

100分の90を乗じて得た額に、教育委員会規則で定める支給割合を乗

じて得た額とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100分の120」とあるのは「100分の67.5」と、「100分

の100」とあるのは「100分の57.5」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100分の25」とあるのは「100分の10」と、「100分の105」

とあるのは「100分の60」と、「100分の110」とあるのは「100分の

65」と、「100分の85」とあるのは「100分の50」と、「100分の90」

とあるのは「100分の55」とする。 

４～６ 省略 ４～６ 省略 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第30条 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職する職員（教育委員会規

則で定める職員を除く。）に対して、それぞれ基準日の属する月の

教育委員会規則で定める日に支給する。基準日前１箇月以内に退職

第30条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員（教育委

員会規則で定める職員を除く。）に対して、それぞれ基準日の属す
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第２条による改正後 
幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

（令和４年９月世田谷区条例第37号）及び第１条による改正後 

し、又は死亡した職員（教育委員会規則で定める職員を除く。）に

ついても、同様とする。 

る月の教育委員会規則で定める日に支給する。基準日前１箇月以内

に退職し、又は死亡した職員（教育委員会規則で定める職員を除く。）

についても、同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて教

育委員会規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、教育委員会が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職員

の給与月額に100分の107.5（第10条の規定に基づき管理職手当の支

給を受ける職員にあっては、100分の127.5）を乗じて得た額の総額

を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて教

育委員会規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、教育委員会が支給する勤勉手当の額の総額は、前項の職員

の給与月額に100分の112.5（第10条の規定に基づき管理職手当の支

給を受ける職員にあっては、100分の132.5）を乗じて得た額の総額

を超えてはならない。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100分の107.5」とあるのは「100分の52.5」と、「100

分の127.5」とあるのは「100分の62.5」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「100分の112.5」とあるのは「100分の55」と、「100分

の132.5」とあるのは「100分の65」とする。 

４ 省略 ４ 省略 

５ 前２条の規定は、第１項の規定による勤勉手当の支給について準

用する。この場合において、第28条中「前条第１項」とあるのは「第

30条第１項」と、同条第１号中「支給日」とあるのは「支給日（第

30条第１項に規定する教育委員会規則で定める日をいう。以下この

条及び次条において同じ。）」と読み替えるものとする。 

５ 前２条の規定は、第１項の規定による勤勉手当の支給について準

用する。この場合において、第28条中「前条第１項」とあるのは「第

30条第１項」と、同条第１号中「基準日から」とあるのは「基準日

（第30条第１項に規定する基準日をいう。以下この条及び次条にお

いて同じ。）から」と、「支給日」とあるのは「支給日（同項に規

定する教育委員会規則で定める日をいう。以下この条及び次条にお

いて同じ。）」と読み替えるものとする。 

６・７ 省略 ６・７ 省略 
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   附 則（令和 年 月 日条例第 号）  

 （施行期日等）  

１ この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和５

年４月１日から施行する。 

 

２ 第１条の規定（第30条第２項及び第３項の改正規定を除く。）に

よる改正後の幼稚園教育職員の給与に関する条例（以下「改正後の

条例」という。）の規定は、令和４年４月１日から適用する。 

 

 （給与の内払）  

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定に

よる改正前の幼稚園教育職員の給与に関する条例の規定に基づいて

支給された給与は、改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。 

 

 （委任）  

４ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

特別区人事委員会が定める。 
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会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

（会計年度任用職員の期末手当） （会計年度任用職員の期末手当） 

第17条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこ

れらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する会計年度任用

職員（規則で定める会計年度任用職員を除く。）に対して、それぞ

れ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。基準日前１月以

内に退職し、又は死亡した会計年度任用職員（規則で定める会計年

度任用職員を除く。）についても、また同様とする。 

第17条 期末手当は、３月１日、６月１日及び12月１日（以下この条

においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する会

計年度任用職員（規則で定める会計年度任用職員を除く。）に対し

て、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。基準

日前１月以内に退職し、又は死亡した会計年度任用職員（規則で定

める会計年度任用職員を除く。）についても、また同様とする。 

２ 期末手当の額は、第４条及び第５条の規定により決定された報酬

を基礎として規則で定める額に100分の120を乗じて得た額に、規則

で定める支給割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、第４条及び第５条の規定により決定された報酬

を基礎として規則で定める額に、３月に支給する場合においては100

分の25、６月に支給する場合においては100分の105、12月に支給す

る場合においては100分の110を乗じて得た額に、規則で定める支給

割合を乗じて得た額とする。 

３・４ 省略 ３・４ 省略 

   附 則（令和 年 月 日条例第 号）  

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。  
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